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1. いじめ防止対策の基本的考え方
1 いじめの定義
「いじめ」とは、生徒等に対して、当該生徒が在籍する学校に在籍している当該生徒と一定の人間関係にある他の生徒等が行う、心理的または物理的な影響を与える行為（ネットで行われるものも含む）であって、当該行為の対象となった生徒等が心身の苦痛を感じているものをいう。〔法第２条〕
2 いじめ問題に対する本校の基本的考え方
「いじめを絶対に許さない」これが、いじめ被害者の自殺という悲しい過去をもつ本校の基本姿勢である。

そして、同時に「いじめはどの学校にも、学級にも、部活動にも、生徒間にも起こる可能性がある」との認識を持たなければならない。この点に常に留意することによって、未然防止や早期発見が可能となり、生徒の健全な人間関係の構築が促されるからである。

「教育（共育）の精神～教えることは教えられることだ　育てることは育てられることだ　生徒と教師の間に　この緊密な関係が成り立つとき　はじめて　「教育」というステージの　幕が開かれる　こどもから学びながら　父母や地域に支えながら　はじめて　「学校」という豊かなドラマが　進行する」が本校の理念である。この理念に従い、生徒・教職員・保護者・地域の方々が個人としても集団としても関わりあっていくことで、生徒一人一人を、良き社会人、良き市民と育成することを目標とし、いじめ問題に取り組んでいく。
3 いじめの基本姿勢
· 学校・学年・部活動・学級内に、いじめを許さない雰囲気を作る

· 生徒・教職員の人権感覚を高め、生徒間・生徒と教職員間のつながりを築く

· 未然防止に努め、早期発見をし、もしもいじめが発生した場合は適切な指導を行い、全力で解決へと導く

· 保護者や地域との連携を取る

2. 未然防止の取組み　～いじめ問題を起こさないために～

1 教職員による指導
教職員一人一人が、定められた取り組みを実行し、日常的に学級や集団の中で、継続した働きかけを行う。また教職員それぞれが、いじめの構造や対処法への理解を深め、自己の言動を振り返る
· 生徒個人への指導の指導においては、お互いを認め合えるようにする

· 学級・学年への指導においては、生徒が居場所を実感できるような集団作りをする

· 生徒会活動・学校においては、集団としての活動を達成できるようにする

· 部活動においては、結果・過程も大切にしながら、仲間としてお互いを高められるようにする

· 授業においては、分かって楽しい授業をし、自己肯定感を高めるようにする
· 保護者に対しては、聞く姿勢を持ち、協力して子育てが出来るようにする
2 生徒に培う力とその取組み
· 生徒個人には、お互いを認め合えるようにし、規範意識を持たせる

· 学級、学年などは、お互いを認め合えるような集団作りをし、いじめを見たら知らせたり、やめさせるようする
· 生徒会活動では、行事を企画し、実行する過程においては、主体的に活動することによって自治の力を育む

· 部活動では、自己を高めるためには、仲間や指導者、保護者の助けが必要だと気付き、力を発揮できるようにする

· 授業では、常に真剣に取組み、達成感を味わいつつ、学力と自信が身に付くようにする
· アンケート記入に際しては、問題点を訴えるだけではなく、自己を見つめなおし、自らを改善していくようにする
· 進路目標をしっかりと定め、具体的な目標設定と実行のための努力が出来るようにする
3 家庭・地域との連携

· 学級通信や学校の広報、ホームページを通じて、連携を取る事の大切さを伝え、常に情報を発信する

· 面談や、PTAの集まりにおいて、積極的に相談を受ける
· 学校評価アンケートを通じて、生徒の変化や学校への要望を伝えて頂いただく
· 学校任せになるのではなく、協力して地域の青少年の育成にあたるようにする
4 教職員の研修

· 校内研修を年に1回以上開催する。本校は総合研究会を年に3回実施しており、そのうち1回は、いじめや生徒指導にあてる
· 自主研修制度や県外研修制度を利用して、校外での研修を実施する
· 学校評価や授業評価をもとに、自己を振り返り研鑽する。また自分一人で抱え込まずに、同僚への相談、上司への報告をする
5 防止対策の組織
①特別指導委員会、②教育相談情報交換会、③いじめ対策委員会、を設置する　⇒7参照
3. 早期発見の取組み　～アンテナを高く～
1 いじめの早期発見のために
ささいな兆候を見逃さないために、生徒との信頼関係を築く
· 学級担任は、生徒個人と、また集団としてラポールを大切にし、変化に気付く
· 教科担任は、教科指導と共に、授業の雰囲気に注意する
· 部活動顧問は、指導と共に、休憩時間にも注意する
· 休み時間の生徒の動向に注意する
· 教職員間の連携・情報提供のため、学年会を週1回、情報交換会を月1回実施する
· 教育相談を周知させ、相談しやすい環境・雰囲気を作る

2 保護者からの相談をしやすい環境・雰囲気を作る
3 アンケートの実施
定期的に実施し、結果については総括とフィードバックを行う
· 生徒対象の「生活アンケート」を、年に2回以上実施する（定期考査後）

· 生徒対象の「教育相談アンケート」を、年に1回以上実施する

· 生徒対象の「授業評価アンケート」を、年に1回以上実施する

· 保護者対象の「学校評価アンケート」を、年1回以上実施する

4 教育相談及び、相談窓口の紹介
教育相談員を委嘱し、教育相談室に常駐する。生徒・保護者の相談を随時受け付け、内容については組織的に対応する。他の相談窓口も紹介する
　　　　　★窓口
4. 早期対応　～もし、いじめが起きてしまったら～

1 いじめに対する指導の基本的な考え方
· 被害生徒の保護を第一とする
· 知らせた生徒の対応・配慮・感謝
· 加害生徒への毅然とした指導を行う。心情や事情も配慮する
· 教職員の対応は一致したものとする。一人で抱え込まず、チームで対応する
· 保護者との理解と協力の関係を維持し、応分の支援をいただく
· 関係機関と連携して対応する
2 発見・通報を受けた時の対応

· 発見した時は、ただちにいじめ行為を止めさせ、個別に事情を聞き、事実を明らかにする

· 通報を受けた時は、５W１Hで事実を明らかにする
· 「いじめ対策委員会」を速やかに開催し、いじめかどうかの判断をする。教職員の役割を確認し、問題の解決にあたる。校内で対応するか、警察への対応を要するか判断する
· いじめの事実が確認された場合は、被害生徒の安全を優先し支援する。保護者への説明と支援を行う

· 加害生徒の指導と、保護者への助言を行う。必要がある場合は、特別指導を行う
3 いじめが起きた集団への対応

· いじめの構造、人物、背景などを分析する。いじめには4つの立場がある･･･加害者・はやし立てる者・傍観者・被害者

· 自分の立場を認識させ、被害者の気持ちを理解させ、集団として解決できる行動を取らせる。再発防止できる力をつける
· 必要に応じて、双方及び集団の保護者に説明する機会を設け、再発防止をする
4 警察との連携
犯罪行為として取り扱われることが予想される事案の場合は、連携をとる
5 ネット等でのいじめへの対応
· 発見したり通報を受けた場合は、事実確認を行い、「対策委員会」で情報共有・分析・判断をする
· 被害の拡大を防ぐために、ネットの管理者や情報を所持している者などに、情報の削除を求める

· 重大な被害が生じる恐れがある場合には、警察と連携を取る

· 利用機器やサイトについては、保護者と協力し、使用の制限を設けるなど、再発を防止する

5. 重大事態への対応
1 重大事態とは
生徒の生命や心身、財産に重大な被害が生じた疑いや、いじめにより相当の期間（年間30日程度）学校を欠席することを余儀なくされている疑いがある時

2 重大事態の報告・対処･･･重大事態が発生した旨を、理事会に報告し、また県当局に報告する
3 重大事態の調査
関係機関（県の法務学事課、警察等）と連携をとる。組織は⇒8参照
6. 学校における評価
「いじめ防止基本方針」の内容が適切かどうか、各事案に対しての対応がどうだったのかを、年2回の総括・方針会議で取り上げ、評価し、PDCAサイクルの考え方で次へつなげる
7. 平常時の組織
組織名　　　【★チーフ：構成員】　《取組み内容／開催時期》
1 特別指導委員会【★教頭・生徒指導部長・該当学年長・該当担任】《生徒指導上の特別指導／事案発生時》
2 教育相談情報交換会【★教頭・生徒指導部長・学年長3人・教育相談員・養護教諭】《各学年の状況報告と対策／月1回》
3 いじめ対策委員会【①＋②＋該当部活動顧問】《いじめ防止基本方針に添った活動／発生時》
　＜組織図＞
　　　　　校長

　　　　　　③　いじめ対策委員会
　　　　　　①　特別指導委員会


　　　　　　　　　　②　教育相談情報交換会

　　　　　該当部活動顧問　　　　　　　　　　　　　　　　　　外部関係機関

　　　　　学年　担任　
8. 重大事態発生時の組織

　　　　理事会

　　　　　校長
　　　　　　　　　副校長
　　　　　　③　いじめ対策委員会
　　　　　　
　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　専門家・関係機関
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（保護者、学校医、福祉関係機関、弁護士＜千田實さん＞など）
校長のリーダーシップのもと、③が中心となって方針を策定し、組織的に対応する





情報を集め、生徒を支援していく





重大事件が発生した場合には、直ちに理事会へ報告する。理事会は、調査を行う主体や組織について判断し、専門家の協力も得て解決にあたる。県当局に報告する








